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1. はじめに
p-メディアン問題などの代表的な施設配置問題

では，指定された数の施設を対象領域に新規に同
時配置する状況が想定されている．しかし実際の
都市計画においては施設を一度に配置するよりも，
既存施設の配置に基づいて廃止や新設を逐次的に
行なっていくのが一般的である．鈴木 [5]は既存施
設を活用しながら施設の廃止・新設の両方に対応
することのできる施設再配置モデルを提案してい
るが，その廃止・新設順序やタイミングといった
途中プロセスについては言及していない．
例えば，年少人口の減少や施設の老朽化などに

よる小・中学校の統廃合は，既存の学校を元に数
十年に及ぶ期間での再配置計画を考えなければな
らない．そこで本研究では鈴木のモデルを拡張し，
多期間での施設の廃止と新設において途中プロセ
スを含めた結果を求めることに加え，より現実的
な事例に着目したモデルを提案する．多期間での
意思決定を考慮した施設配置問題については多く
の研究があるが（例えば [1]など），本研究の特徴
は既存施設を活用した施設の再配置を行っている
点や現実的な事例に現れる具体的な制約式を考慮
している点にある．
2. 提案モデル
具体的に以下のようなモデルを考える．
• p個の既存施設を所与として，最終期までに施
設を ac個廃止して ao個新設するように，各
期において既存施設の廃止と新規施設の配置
の意思決定を行う．

• 各期における，利用者の総移動距離，施設の
維持コスト，施設容量の過不足の加重和を，全
ての期について合計したものを最小化するこ
とを目的とする．

• 需要の割り当てが川などを横断することのな
いように対象地域をブロックで区切り，需要は
決められたブロックの中で施設に割り当てる．

• 施設の築年数などに基づき，施設の廃止の優
先順位を決定する．

• 新設した施設はその後廃止されない．
定式化のための入力定数を以下で与える．
I: 需要点の集合
J : 施設配置候補点の集合
L: ブロック名の集合
Il, Jl: ブロック l ∈ Lに含まれる需要点および施
設配置候補点の集合
U : 優先して廃止する既存施設のある候補地集合
T : 施設の新設および廃止を決定する時期の集合
dij : 需要点 i ∈ Iから配置候補点 j ∈ Jまでの距離
wti: 時期 t ∈ T における需要点 i ∈ I の需要量
Cmin, Cmax: 施設容量の下限値および上限値
p: 既存の施設数
ac, ao: 全期間での廃止施設数および新設施設数
y∗j : 初期状態における施設配置候補点 j ∈ J での
既存施設の配置（1ならば配置されていて 0なら
ば配置されていない）
αd: 移動距離に対する重み
αm: 施設維持にかかる費用に対する重み
αc: 容量超過・不足に対する重み
変数を以下のようにおく．
xtij ∈ {0, 1}: 時期 t ∈ T における需要点 i ∈ I の
施設配置候補点 j ∈ J の施設への割り当てを表す
0-1変数
ytj ∈ {0, 1}: 時期 t ∈ T における施設配置候補点
j ∈ J での施設の有無を表す 0-1変数
zctj , z

o
tj ∈ {0, 1}: 時期 t ∈ T に配置候補点 j ∈ J の

施設を廃止または新設するか否かを表す 0-1変数
v+tj , v

−
tj : 時期 t ∈ T における施設 j ∈ J の容量超

過分および不足分を表す連続変数
st: 時期 t ∈ T における施設配置コストを表す連
続変数
紙面の都合上詳しい記述は省略するが，先述の
状況設定を表現した整数計画問題を定式化した．
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3. モデルの適用例
このモデルを，例として江戸川区の公立中学校

に適用してその配置場所について検討する（実際
の将来配置計画は [3]を参照）．2021年から 2025

年を t = 1とし，その後 5年単位で 2050年までの
t = 1, · · · , 6の 6期間を対象とする．t = 1の需要
量は町丁目別・年齢別人口 [2]の 2021年 5月 1日時
点の実績データから 13歳から 15歳までの男女数
を合計した値とする．t = 2以降の需要量は t = 1

の値を基準とし，期間ごとに 2%ずつ減少するよう
設定した値とする．需要点と施設配置候補点は各
町丁目の代表点 196箇所，既存施設は執筆時点で
実在する公立中学校 33箇所とする．町丁目代表点
の座標は，国土交通省の位置参照情報ダウンロー
ドサイトから入手した．また，区が考える平均学
校規模が 500人であることから，容量の上限を 650

人，下限を 400人とする．移動距離は直線距離で
計測した．優先して廃止する施設は全 33校のうち
学校改築事業に未着手かつ築年数が 50年以上の 11

校とする．パラメータは需要点と施設間の距離，施
設維持費用，施設容量のどれを重視するかに左右
されるが，今回はαd = 5×10−6, αm = 1, αc = 0.5

とする．今回用いた需要量データでは t = 1の合
計人口が 18,082人，t = 6に 16,365人となり約
1,700 人減少するため，全 33校を 30校に再編成
することを想定する．p = 33, p− ac + ao = 30と
して，ac, aoを設定する．求解には数理最適化ソル
バーのGurobi Optimizer 9.5.0を用い，Intel Core
i7(2.8GHz)，16GBメモリの PCを用いた．求解
時間は例題にもよるが数分程度であった．
既存施設の 33箇所での一人当たりの平均移動距

離は約 584m，ac = 3, ao = 0のときは約 588mと
なり距離は増加するが，新設を許し ac = 4, ao =

1とすると約 578m，ac = 5, ao = 2とすると約
563mとなった．図 1は ac = 5, ao = 2のときの
結果である．地図のタイルは [4]を使用した．施設
配置点の円の半径はその施設に割り当てられる需
要量に比例させている．これを見ると円の大きさ
にばらつきが少なく比較的均等に容量が配分でき
ていることがわかる．このように，施設数を減ら
してもその廃止・新設場所を正しく選定すること
により，総移動距離を短く容量の過不足を小さく
するといった目的に沿った配置ができると言える．

図 1: ac = 5, ao = 2の結果
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